
 

令和７年５月２０日 

生 活 文 化 局 

 

令和７年度第１回東京都私立学校助成審議会の答申について 

 

 

令和７年５月１９日に開催した東京都私立学校助成審議会（荒井文昭会長：東京都立大学

名誉教授）において、下記のとおり東京都知事宛てに答申が出されましたので、お知らせい

たします。 

 

記 

 

１ 答申内容 

  令和７年度私立学校経常費補助金の配分方針について、知事の諮問のとおりとすること

が適当である。 

【配分方針のポイント】 

項   目 内   容 

 

１ 国際化推進補

助（教員海外派遣

研修制度整備促

進補助）の拡充に

ついて 

【高等学校・中学

校・小学校】 

【拡充】 

 

都は平成２８年度に、各学校における外国語（英語）科教

員海外派遣研修制度の創設・拡充を促進することを目的とし

て「海外派遣研修制度の維持に要する事務経費の一部を支援

する「外国語科教員海外派遣研修制度整備促進補助」を開始

した。 

平成３０年度からは、私立学校が海外派遣研修に取り組み

やすい環境を整えるため、対象教員の担当教科を従来の外国

語（英語）から５教科（国語・社会・数学・理科・英語）に

拡充し、名称を「教員海外派遣研修制度整備促進補助」に改

めた。 

国際化が進展する今般、より多くの教員が海外で先駆的な

教授法を学ぶことができるよう、補助対象に小学校を追加す

るとともに、対象教員の担当教科を５教科からすべての教科

に拡充し、英語を母語または公用語とする国に限定していた

派遣先についても、すべての国を対象とする。 

さらに、夏休みなど長期休暇での利用がしやすくなるよ

う、派遣期間を原則８週間程度から最低２週間以上に短縮

する。 



 

項   目 内   容 

 

２ 満３才児受入

れ補助の拡充に

ついて 

【幼稚園】 

【拡充】 

 

満３才児の受入れに対するニーズが高まり、平成２７年度

から開始された「子ども・子育て支援新制度」の幼稚園・認

定こども園共通の給付制度においても、満３才児対応加配加

算が創設されたことから、都は、「満３才児受入れ補助」を

平成２８年度に開始した。 

令和４年度からは、満３才児受入れの更なる促進を図るた

め、これまでの満３才児受入れ補助（１園当たり６０万円）

に加え、交付前年度の３月１日に在籍する満３才の幼児の数

（以下「受入れ園児数」という。）に、別に定める補助単価

（１人当たり３千円）を乗じて得た額を補助することとし

た。 

今般、園における受け入れ態勢の整備の実態に見合った支

援を行うため、下記のとおり補助単価の見直しを行う。 

（１）１園当たりの補助単価を３０万円とし、引き続き満

３才児受入れ制度の導入や継続的な受入れの実施を

促進していく。 

（２）受入れ園児数１人当たりの補助単価を１０万円に

引き上げることで、受入れ実績に応じたより弾力的

な補助を行っていく。 

 （配分方針全体の概要は別紙のとおり） 

 

 

２ 会議の結果等について 

答申及び会議資料につきましては、生活文化局私学部ＨＰに公開いたします。  

※生活文化局私学部ＨＰ ＵＲＬ 

（https://www.seikatubunka.metro.tokyo.lg.jp/shigaku/shingikai_documents/shingi

kai/jyoseishingi） 

 

問い合わせ先 
 

東京都生活文化局私学部私学振興課 

      電 話 03（5388）3182（直通） 



（別紙） 

令和７年度私立学校経常費補助金の配分方針について（概要） 

 

特別補助への配分額を先に決定し、予算額から特別補助配分額を除いた額を一般

補助配分額とする。 

 

 

 

 

生徒等の安全対策推進補助

安全対応能力向上の取組

事故対応能力向上の取組

体験学習等特色ある教育の取組補助

海外留学に伴う授業料減免補
助【高等学校のみ】

４０人学級編制推進補助

生徒指導の充実補助

スクールカウンセラーの配置

帰国子女等の受入れ

教員海外派遣研修制度整備促
進補助

海外留学制度整備促進補助
【高等学校のみ】

教育環境維持向上補助

国際化推進補助

外国人教員及び助手の採用

特 別 補 助
配　分　額

授業料減免制度

授業料減免制度整備促進補助

授業料減免補助

予
算
額

教職員割補助単価 × 調整後標準教職員数 ＝ c

生徒割補助単価 × 生徒数(定員内実員)

学級割補助単価 × 学級数(各学校数値) ＝ b

＝ d

補助標準

一 般 補 助
配　分　額

学校割（生徒数規模）　補助単価 ＝ a

×

評価係数
0.70～1.00

※保護者負
担、教育条件、
財務状況等に
より評価

拡充

高等学校・中学校・小学校 



（別紙） 

 

 

 

保育体験の受入れ補助

学校関係者評価補助

生徒等の安全対策推進補助

安全対応能力向上の取組

事故対応能力向上の取組

授業料減免補助

満３才児受入れ補助

ティーム保育推進補助

特 別 補 助
配　分　額

地域教育事業補助

授業料減免制度

授業料減免制度整備促進補助

予
算
額

一般補助の算出方法は
高等学校・中学校・小学校と同様

一 般 補 助
配　分　額

拡充

幼稚園 


